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社 名： (株) ＪＰホールディングス JP-HOLDINGS,INC.

設 立： 1996年1月

資 本 金： 915百万円（発行株式数：8,321千株）

役 員： 代表取締役 山口 洋

事業内容： 純粋持株会社

連結企業： (株)日本保育サービス

(株)四国保育サービス

(株)ジェイキッチン

(株)ジェイキャスト

(株)ジェイ・プランニング販売

正社員数： 1,230名（グループ合計） 平成23年3月31日現在

代表取締役 山口洋
HIROMI  YAMAGUCHI

1961年生まれ。明治学院大学法学部卒業。

大和證券に入社後、法人営業やM&Aの分野で腕を奮う。

1992年、退職。
1993年、当社設立。

2006年3月、聖徳大学大学院博士前期課程修了
（児童学）。

2008年9月、厚生労働省「次世代育成支援のための新たな制度体系の設計に関する保育
事業者検討会」の委員に選出。
2009年4月、内閣府「ゼロから考える少子化対策プロジェクトチーム」のテーマ「保育・幼児
教育」の有識者として選出。

東京都「東京都認証保育所見直し検討会」、志木市「児童福祉審議会」、世田谷区「保育の
質向上委員会」の委員に選出。
2009年9月、厚生労働省「社会保障審議会少子化対策特別部会保育第二専門委員会」の
委員に選出。
2009年11月、経済産業省「第５回成長戦略検討会議」に有識者として選出され出席。
2010年4月、内閣府「子ども・子育て新システム検討会議」の有識者として選出され出席。
2010年7月、東京都社会福祉協議会「保育所待機児問題対策プロジェクト」の委員に選出。
2010年9月、内閣府「子ども子育て新システム基本制度ワーキングチーム」「子ども子育て
新システム幼保一体ワーキングチーム」の委員に選出。
2010年11月、東京都「児童福祉審議会」の委員に選出。

＜執筆＞

書籍「子育て支援ビジネス事業化計画資料集」 / 綜合ユニコム
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1993年 3月

1993年10月

1994年10月

1996年 1月

1996年 4月

1996年 6月

1999年 4月

2000年 4月

2001年 6月

2001年11月

2001年12月

2002年10月

2004年10月

2004年12月

2006年 1月

2006年 4月

2007年 9月

2008年 4月

名古屋市に 有限会社ジェイ・プランニング 設立

オフィスコーヒーサービス業務 開始

ワゴンサービス業務 開始

株式会社 ジェイ・プランニング 設立（有限会社を組織変

更）

ワゴンサービス業務に委託方式販売 導入

商号変更 株式会社 ゲオ・ジェイピー

商号変更 株式会社 ジェイ・プランニング

企業内に 託児所 開設

ワゴンサービス業務に卸売方式販売 導入

有限会社 ジェイキャスト 設立

埼玉県新座市に保育所 開設

日本証券業協会へ 店頭登録

持株会社に移行

商号変更 株式会社 JPホールディングス

連結子会社

㈱日本保育サービス ㈱ジェイ・プランニング

㈱ジェイ・プランニング販売 ㈱ジェイキッチン

ジャスダック証券取引所 上場（店頭登録より）

株式会社 ジェイキャストを連結子会社化

株式会社 四国保育サービス 設立 連結子会社化

子育て支援事業の売上高が事業別売上高の50％を超える

横浜市で保育所を経営する 株式会社 前進会を譲り受け

100％子会社化

2008年 9月

2009年 2月

2009年 3月

2009年 4月

2009年 9月

2009年11月

2010年 3月

2010年 4月

2010年 7月

2010年 9月

2010年11月

当社代表、厚生労働省による「次世代育成支援のための新たな

制度体系の設計に関する保育事業者検討会」の委員に選出

株主優待の実施を決定

3月1日付で1株を500株に株式分割

株式会社 前進会を株式会社 横浜保育サービスに社名変更

当社代表、内閣府「ゼロから考える少子化対策プロジェクトチ

ーム」のテーマ「保育・幼児教育」の有識者として選出。東京

都「東京都認証保育所見直し検討会」志木市「児童福祉審議

会」世田谷区「保育の質向上委員会」の委員に選出

当社代表、厚生労働省による「社会保障審議会少子化対策特別

部会保育第二専門委員会」の委員に選出

当社代表、経済産業省「第５回成長戦略検討会議」に有識者と

して選出され出席

㈱ジェイ・プランニングの全株式を譲渡

㈱日本保育サービスが㈱横浜保育サービスを吸収合併

当社代表、内閣府「子ども・子育て新システム検討会議」の有

識者として選出され出席

当社代表、東京都社会福祉協議会「保育所待機児問題対策プロ

ジェクト」の委員に選出

当社代表、内閣府「子ども子育て新システム基本制度ワーキン

グチーム」「子ども子育て新システム幼保一体ワーキングチー

ム」の委員に選出

当社代表、東京都「児童福祉審議会」の委員に選出
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(予想)

H25.3

(予想)

売上高

経常利益
（単位：百万円）

注1.平成5年3月31日設立のため、平成5年3月期は実績なし。

2.平成14年3月期より、連結実績として表示。

3.平成24年3月期以降は、計画値。

H26.3

（予想）
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株式会社

日本保育サービス

株式会社

ジェイ・プランニング販売

株式会社

ジェイキャスト
株式会社

四国保育サービス

株式会社

ジェイキッチン

株式会社

ジェイ・プランニング販売
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直営

保育所制度

国の制度 国以外の制度

自治体の独自制度
（補助金あり）

その他
（補助金なし）

公立 私立

委託 社福 他

・企業
・学校法人
・NPO法人

ほか

・ベビーホテル
・院内保育施設
・事業所内託児施設
・託児所
・ホテルやイベント内託児室

ほか

○独自認定保育制度
（例）
・認証保育所（東京都）
・せんだい保育室（宮城県仙台市）
・横浜保育室（神奈川県横浜市）
・川崎市認定保育園（神奈川県川
崎市）

○家庭保育室
・千葉市保育ルーム（千葉県千葉
市）
・新座市、朝霞市

・・・各区市町村に基づく

○保育ママ ほか

その他

○２１世紀事業団
・事業所内託児施設
・育児介護費用補助

〇都道府県
・認定こども園
・院内保育施設 指定管理者制度

認可制 度
（認可保育園）
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自治体

保育所 保護者

「 運営費 」
（年齢により変動）

「 保育料 」
（所得に応じて変動）

自治体

保育所 保護者

「 補助金 」
（年齢により変動）

「 保育料 」
（原則一定）

契約

東京都認証保育制度認 可 園
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173 8.46% 28,794 1408.0%

980 6.15% 31,363 196.9%

437 3.35% 8,148 62.5%

235 0.81% 4,178 14.4%

66 2.96% 23,308 1043.8%

340 2.29% 24,305 163.7%

205 1.66% 5,092 41.3%

181 0.66% -639 -2.3%

1,336 14.86% 35,574 395.7%

4,758 10.55% 19,350 42.9%

1,087 3.69% -242 -0.8%

544 0.88% -15,716 -25.5%

326 9.85% 35,032 1059.0%

1,821 9.88% 38,842 210.7%

766 5.73% 11,446 85.6%

532 1.77% 8,469 28.20%

13,787 257,304
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８，１９４ ９，１６６ １１．９％

７３８ ８３９ １３．７％

８００ ８６６ ８．３％

４４４ ５００ １２．５％
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３７８ ９１５

▲ ９０６ ▲ １，８０８

４１２ ２，４７３

１，０２２ ２，６０２

５，７６３ ９，４３２

１，９０３ ３，５５９

３２．９ ％ ３７．７ ％

単位： 百万円
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連結業績推移（1） P/L

23

１７年３月 １８年３月 １９年３月 ２０年３月 ２１年３月 ２２年３月 ２３年３月

売 上 高 4,870 5,376 5,488 6,062 7,272 8,194 9,166

営業利益 163 100 202 392 521 738 839

経常利益 219 150 316 500 707 800 866

当期純利益 109 59 139 266 440 444 500

1株当たり当期純利益 11.42円 5.04円 18.67円 36.05円 59.87円 60.68円 66.77円

単位： 百万円

48.7 53.7 54.8 60.6
72.7

81.9
91.6

119.0

2.1 1.5 3.1
5.0 7.1 8.0 8.6 11.9

4.5

2.8

5.8

8.3

9.7 9.8
9.4 10.0

H17.3 H18.3 H19.3 H20.3 H21.3 H22.3 H23.3 H24.3(予想）

売上高(億円)

経常利益(億円)

経常利益率(％)

注） 平成21年3月1日付で1株を500株に株式分割しており、1株当たり当期純利益は分割後の株数で算出したものであります。
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連結業績推移（2） B/S・CF

24

17年３月 18年３月 19年３月 20年３月 21年３月 22年３月 23年３月

営業活動による
キャッシュフロー

（百万円）

275 98 406 439 672 378 915

投資活動による
キャッシュフロー

（百万円）

▲ 384 ▲ 279 ▲ 426 ▲ 587 ▲ 363 ▲ 906 ▲ 1,808

財務活動による
キャッシュフロー

（百万円）

48 137 455 33 ▲ 157 412 2,473

現金及現金同等物
期末残高

（百万円）

694 650 1,086 972 1,137 1,022 2,602

17年３月 18年３月 19年３月 20年３月 21年３月 22年３月 23年３月

総資産 （百万円） 2,188 2,306 3,136 3,823 4,275 5,763 9,432

純資産 （百万円） 1,031 1,019 1,054 1,242 1,546 1,903 3,559

自己資本比率 （％） 47.1 44.2 33.5 32.4 36.1 32.9 37.7

B/S

C F
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１．４ ２．４ ２．４ ６．０ １１．２ １９．０ ２０．０ ２９．０

２１．７ ２１．０ ４７．６ ３２．１ ３１．０ ３１．７ ３３．０ ４３．４
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記念配 ５円含




